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論文内容の要旨
本論文は、超長大吊橋の合理的且つ経済的な構造の実現を目的として、ケー 7" ルシステムと新素材に着目したデュ
アルケーフソレ形式吊橋を提案し、数値解析により、静的構造特性、フラッター特性、新素材ケーブルの応力特'性を明
らかにしたものであり、以下の 7 章から構成されている o
第 1 章では、超長大吊橋への新技術導入の経緯と既往の研究を概観し、研究の位置付けを行っている。
第 2 章では、超長大吊橋を対象として開発した立体有限変位解析法、固有振動解析法およびフラッター解析法とそ
れぞれの数値解析プログラムを説明しているo
第 3 章では、炭素繊維ケーブルを適用したデュアル形式吊橋について、平板翼理論と観測空気力による非定常空気
力を考慮した直接法によるフラッター解析を実施して、新形式吊橋のフラッター特性を明らかにするとともに、サブ
ケープ、ルに導入するプレストレスがフラッター特性と経済性に与える影響を検討している o
第 4 章では、ケープルバンド部における局部応力解析を行うために、直交異方性材料からなるケープールの立体解析
法と破損規準を導入して、炭素繊維のせん断に対する欠陥を補う構造改善を検討している。炭素繊維ケーブルの外周
に鋼ケーブルを配置したハイブリッドケーフソレの有効性を示している o
第 5 章では、デ、ユアル形式吊橋に適用するケ一ブル材料として、鋼ケ一フ
維ケ一フブブ、恭、ルを取り上げ、吊橋の試設計により経済性を検討している o
第 6 章では、次世紀における超長大橋梁を実現するための上部構造に関する技術的解決法について整理し、 3 ， 000
m級の超長大吊橋を計画する場合の課題を考察している。
第 7 章では、研究成果を総括して結論とし、今後の展望と研究課題について述べているo
論文審査の結果の要旨
本論文は、次世紀における海峡横断プロジェクトに採用される超長大吊橋の合理性と経済性を達成する手段として、
高強度高弾性で軽量な炭素繊維ケープ、ルの使用の可能性を、力学的課題である耐風安定性と炭素繊維ケーブルのせん
断強度の制約を保証した上で、経済性を検討したものであり、研究成果を要約すると、以下の通りである。
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(1) 3 ， OOOm級吊橋を実現するためには、耐風安定性の確保と経済性の達成を両立させることが必須条件であるが、
これに対して高強度・高弾性で軽量な炭素繊維ケ一ブルと新しい構造形式としてデユアルケ一フ
することにより、実現の可能性を提示している o
(2) 超長大吊橋のフラッター現象の解析には、マルチモードの連成を考慮する必要があるが、平板翼空気力および観
測空気力を用いて複素固有値解析および全ての空気力を考慮した時刻歴応答解析によるフラッター解析法を可能と
している。
(3) 主ケープ‘ルの他に、サブケーブルを配置しそれらの間にプレストレスを導入することにより、死荷重の低減して
なお高い剛性を確保できるデュアルケーブルシステムを提案し、各種の力学特性を明らかにしている。
(4) 炭素繊維ケープールの弱点として挙げられるせん断強度の制限を克服するために、ケープ‘ルバンド部における局部
せん断応力に対して、炭素繊維ケーブルの外周に鋼ケーフソレを配置したハイブリッドケーブルを考案し、適用の可
能性を数値解析によって検証しているo
(5) 超長大吊橋に関係する多くの設計条件を考慮した試設計を実施して、 3.000m級吊橋の耐風安定性と経済性の両
立を可能とする構造案を提案している o
以上のように、本論文は、海峡横断プロジェクトに採用される超長大吊橋について、構造形式の合理化とケーブル
材料として炭素繊維ケーブルを活用する上での問題点を克服し、経済的にも建設可能であることを明らかにしており、
構造工学、橋梁工学の発展に寄与するところが大きい。よって本論文は博士論文として価値があるものと認める。
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